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特定非営利活動法人 〔役員変更 (理事重任・辞任))

特定非営利活動法人変更更正登記申請書

1.名  称       特 定非営利活動法人 富 士市のごみを考える会

1.主 たる事務所 ｀ 静 岡県富士市大渕 27番地の 6

1.登 記の事由    理 事の氏名更正

理事の変更

1.登 記すべき事項  理 事 「石川美枝子」の氏名を 「石川美枝」と更正

別紙のとおり

1.添 付書類

社員総会議事録   1 通

定款

就任承諾書

2 通

2通

就任承諾書の一部は総会議事録の記載を採用する。

上記 の とお り登 記 の 申請 を します。

平成 22年 15月 24日

受付番号票貼付欄



球
独 T二

静岡県督士市打既381番地の11

申請人  特 定非曽制鵡輯護人 皆士韓ゆごみを考える袋

i静 岡県督士帝石鎮ntl番地の11

理 事   竹 内 敬 夫

静問地方普務局

j  ・2‐(
r



1/2
較

株 有 資 名 法 他

F[特 定非営利活動法人富士市のごみを考える会]

~段
員に関する事項」
‐
資格」理事
・
住所」静岡県富士市大測 27番 地の 6

'氏
名」刀ヽ野 由 美子
~原
因年月日」平成 22年 5月 24日 重任
~役
員に関する事項」
'資
格」理事
~住
所」静岡県富士市

一色 620番 地の 70

~氏
名」菅井 満 江
'原
因年月日」平成 22年 5月 24日 重任
‐
役員に関する事項」
~資
格」理事
~住
所」静岡県富士市富士岡 291番 地
‐
氏名」菊地 文 江
'原
因年月日」平成 22年 5月 24日 重任
'役
員に関する事項」
'資
格」理事
′
住所」静岡県富士市石坂 381番 地の 1

1氏名」竹内 敏 夫

「原因年月日」平成 22年 5月 24日 重任

「役員に関する事項」

「資格」理事

「住所」静岡県富士市今泉 3865番 地の 1

「氏名」梅原 万 奈

「原因年月日」平成 22年 5月 24日 重任

「役員に関する事項」

「資格」理事

「住所」静岡県富士市水戸島 343番 地の 1

「
氏名」縣 昌 司
‐
原因年月日」平成 22年 5月 24日 重任

サニーハイツ 302号 室
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株 有 資 名 法 他

[特定非営利活動法人富士市のごみを考える会]

子後員に関する事項」

す資格」理事

r住所」静岡県富士市今宙 620番 地の 27

年氏名」田中 宮 子

r原因年月日」平成 22年 5月 24日 重任

r住員に関する事項」

ま責格」理事

軍住所」静岡県富士市伝法 2435番 地の 2

す氏名」石川 美 枝

軍原因年月日J平 成 22年 5月 24日 重任

年後員に関する事項」

F章格」理事

丁住所」静岡県富士市今泉 3689番 地の 18

軍氏名」岸本 美 和子

f原因年月日」平成 22年 5月 24日 重任

石曇員に関する事項」

強 格管理事

唯臣駒 静岡県富士市中丸 794番 地

官氏名」時田 祐 佐

ご田 年月日J平 成 22年 5月 24日 就任

督住員に関する事項」

イF格 」理事

年生所ど静岡県富士松本 170番地の 3

:氏名_望 月 照 介

町田四年月日」平成 22年 5月 24日 就任

◎



行定芳営詔寓動法人 富 士市のごみ を考え5会  終 会議事

藤 堪 日 時   平 成 22年 5月 15日  9時 30分 より

毬    所   富 士市本市場 432番 地の 1 富 士市フィランセ東館 3階 ボランティアル
ーム

三 舎 員総数  33人

出席正会員数  33人 (本人出席 :23人 、委任状出席 :10人 )

議長選任の経過

定刻に至り司会者菅井満江が平成 22年 度第 7回 総会の開会を宣し、本日
の総会は定款所定数をみ

建 ャたので、有効に成立した旨を告げ、議長の選任方法を諮つたところ、満場
一致を持って小野由美子が

に選任されました。続いて議長より挨拶の後議案の審議に入つた。

1 毒 事の経過の要領及び議案別決議の結果

第 1号議案 事 業報告、収支計算書、財産目録及び貸借対照表付議の件

議長は、本件について付議された旨を述
べ、これを議場に諮つたところ、満場

一致を持つて異議なく

=決 決定した。

第2号議案 役 員任期満了につき改選の件

衰長は、理事全員が任期満了につきその改選方を議場に諮つたところ満場
一致を持つて、次の者が

理事に選任され、被選任者は、いずれもその就任を承諾した。

垂

　

モ
一
　

■
一
　

章

　

晏

軽

寝

堪

事  小 野 由 美子 (重任)

事  菅 井 満 江  (重 任)

事  菊 地 文 江  (重 任)

事  縣   昌 司  (重 任)

事  竹 内 敏 夫  (重 任)

事  梅 原 万 奈  (重 任)

事  田 中 宮 子  (重 任)

事  石 )ll 美枝  (重 任)

事  岸 本美和子  (重 任)

事  大 石 光 男  (重 任)

事  度 田  貢  (重 任)

事 3号 議案 定 款変更の件

議長は、この法人の定款を次のとおり変更したい旨を述
べ、これを議場に諮つたところ、満場

一致

をもつて異議なく可決決定した。

(事務所)

第 2条  こ の法人は、主たる事務所を静岡県富士市に置く。

義4号 議案議事録署名人について

議長から、議事録署名人を指名したい旨を述べたところ、満場異議なく賛成であつたので、議長は次

r音 を議事録署名人に指名した。

議事録署名人 望 月 照 介

議事録署名人 縣   昌 司

1・二をもつて総会の議案全部の審議を終了したので、議長は閉会を宣し午前 11時散会した。

二記の議決を明確にするため、議長及び議事録署名人において次に記名押印する。玉 ゴ ノ 両 ひ t τ  ttTE〔 ヒ ワ O′ こ 伊ノ 、 蔵 7【 少 qυ
・
r"ィ 務 有

″日 /ヽ 1ヒ “ ∪ V ｀ レヘ 8ヒ ロロ
‐
HJI呵

・ ア υ 0

工☆ 22年 5月 15日

議    長   小 野由美

理  事   時 田 祐 佐  (就 任)

理  事   望 月 照 介  (就 任)



役員の就任承諸及び宣誓に関する書面

平成22年5月24日

守 定克言利活動法人 富 士市のごみを考える会

t番=i表 者

小野 由美子 様

土 妥  者  竹 内 敏 夫 様

こ ま、特定非営利活動促進法第20条各号に記

_■ .こ とを誓約 し、並びに特定非営利活動法人 富
士市のごみを考える会 の理事に就任

ゼ こことを承諾 します。

輸 E差 宮和j活動促進法 (抜粋)

椴ユ 楽 次 の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人
の役員になることがで

, 試 年被後見人又は被保佐人

二 強 産者で復権を得ないもの

f 禁 錮以上の刑に処せ られ、その執行を終わつた日又はそ
の執行を受けることがなく

■つた日から2年 を経過 しない者

峰 こ の法律若 しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
の規定 (同法第

:i条第 7項 の規定を除く。)違 反 したことにより、又は刑法 (明治
40年法律第45号)

=2 0 4条 、第206条 、第208条 、第208条 の 2、 第222条 若
しくは第247条 の罪若

ャくは暴力行為等処罰に関する法律 (大正15年法律第
60号)の 罪を犯 したことにより、

妻生の刑に処せ られ、その執行を終わつた日又はその執行を受ける
ことがなくなつた

三十ら2年 を経過 しない者

= 暴 力団の構成員等

て 事 43条の規定により設立の認証を取 り消された特定非営利活動法人
の解散当時の役

員で、設立の認証を取り消された日から2年 を経過 しな
い者

喜こ1条 役 員の うちには、それぞれの役員について、その配偶者若
しくは 3親 等以内の親

藤ユ 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親 等以内
の規族が役員

「章歌の 3分 の 1を 超えて含まれることになつてはならない。

こ  宣 誓及び承諾をした者の氏名は、記名押印又は署名すること。



役員の就任承諾及び宣誓に関する書面

平成22年 5月24日

特定非営利活動法人 富 士市のごみを考える会

設立代表者

小野 由美子 様

代 表  者  竹 内 敏 夫 様

■ よ、特定非営利活動促進法第20条各号に

,■ .こ とを誓約 し、並びに特定非営利活動法人 富士市のごみを考える会
の理事に就任

fこ ことを承諾 します。

号こ率営利活動促進法 (抜粋)

=こ:条 次 の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることがで

きない。
i 成 年被後見人又は被保佐人

二 破 産者で復権を得ないもの

]  ヽ禁 錮以上の刑に処せ られ、その執行を終わつた日又はその執行を受ける
ことがなく

たつた日から2年 を経過 しない者

与 こ の法律若 しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定 (同法第

11条第 7項 の規定を除く。)違 反 したことにより、又は刑法 (明治40年法律第
45号)

事204条 、第206条 、第208条 、第208条 の 2、 第222条 若 しくは第247条
の罪若

ャくは暴力行為等処罰に関する法律 (大正15年法律第60号)の 罪を犯 したことにより、

ヨ全の刑に処せ られ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくな
つた

=モ らヽ2年 を経過 しない者

1 暴 力団の構成員等

t 事 43条の規定により設立の認証を取 り消された特定非営利活動法人の解散当時の役

員で、設立の認証を取 り消された日から2年 を経過 しない者

標ユ条 役 員の うちには、それぞれの役員について、その配偶者若
しくは 3親 等以内の親

斉■ 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親 等以
内の規族が役員

√官致の 3分 の 1を 超えて含まれることになつてはならな
い。

工  三 誓及び承諾をした者の氏名は、記名押印又は署名すること。



1.召 集 年 月 日

1.開 催 場 所

1.開 催 日 時

1.出 席した理事の氏名

平成 22年 5月 15日

特定非営利活動法人

議長理事長

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

岸本 美和

望月 照介

◎ 9③⑮④∞⑩⑤O④
理事会議事録

醤唾吾ぢ子既 遅館 3階 ボランテイ
アルーム

(富士市本市場 432番
地の 1)

議事の経過の要領及
び議案別決議の〒号1,議 事の経過の安頂及
∪`蔵

索登毬薬二ふ畠長に就任
し、ただちに議案の審議

に入る。

定款の規定により理事
長
     __,__′ と

事1号裏薬

~花

款変更に伴う主たる事
務所移転の件

号議案 定 訳変見tこ1千
フエ

=私 柔名札

11:日

に静岡県富士市石坂
381番 ナ也の 11に移

議長は、主たる事務所
を平河
      _ _LH 舟 を,キハイ宙粋洋官した。議長は、とにつ子物閉

“

裏場だ義ったところ、
満場
一致をもつて可決決定

した。

転したい旨を述
べ、これを

i     __、

と小―‐ 圭ことキ閉全力官lフ年後 12ほしたい旨を述
べ、こ可しを

堅輸ぁ軽墨を孟了した
ので、議長は閉会を宣し午後

12F時に

以上をもつて理事会
の議案塗

散会し

塁換を明確にする
ため、この議事録を

つくり、議長及び出席理事
の全員がこれを

記名押印する。



特定非営利活動法人 富士市のごみを考える会 定款

嘉 1章  総 則

ネ)

暴 こ の法人は、特定非営利活動法人 富士市のごみを考える会 という。

暴 こ の法人は、事務所を静岡県富士市に置く。

箱 2章  目 的及び事業

辞畳義 '

こ こ の法人は、富士市民に対して、環境の保全に関する事業を行い、富士市の環境
の保全に寄

こことを目的とする。

雛 孝営利活動の種類)

この法人は、前条の目的を達成するため、特定非営利活動促進法 (以下
「法」という。)第 2

めうち、次に掲げる活動を行 う。

書境の保全を図る活動 (別表第 5号 )

この法人は、第 3条 の目的を達成するため、次の事業を行う。

時電非営利活動に係る事業

電 ご ネの排出抑制及びごみの適正処理に係る事業

=3章  会 員

この法人の会員は、次の4種 とし、正会員をもつて法上の社員とする。

王会員

こう法人の目的に賛同し、本法人が行なう事業に積極的に参加しようとして入会した個人等

賃駒会員

二か法人の目的に賛同して入会した個人等

再援会員

こつと人の目的に賛同し、この法人が行なう事業を応援するために入会した個人等

fラ ンティア会員

二舟と人が行なう事業をお手伝いするために入会した個人等

雄

正圭員は、第 3条 に定める会の目的に賛同すること。

軍と員 =し て入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込

正当な理由がなr =し 、理事長は、そのものが前項に掲げる条件に適合すると認めるときは、

ど 子、会を認めなければならない。



勧
長モ、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもつて本人又は

モ●旨を通知しなければならない。

及び会費)

三圭員は、総会において別に定める八会金及び会費を納入しなければならない。

資格の喪失)

三会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。

と全電の提出をしたとき。

手 kti死亡し、又は正会員である団体が消滅したとき。

二茎な理由なく会費を 1年以上滞納したとき。

駐とされたとき。

三会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。

会員が次の各号の
一に該当するに至ったときは、総会の議決により、その会員を除名するこ

と■及びこの定款等に違反したとき。

二i去 人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

嘔'規 定により会員を除名しようとするときは、その会員に対し、除名の議決の前に弁明の機

等えなければならない。

島の不返還)

授4工納入 した入会金、会費及びその他の拠出金品は、返還しない。

義 4章  役 員及び職員

週抑l及び定数)

こう法人に、次の役員を置く。

を 事長

J理 事長

1人

1人 以上

零手 理 事長及び副理事長を含む)5名 以上

猛 字 1人 以上

選 任等)

理事及び監事は、総会において選任する。

及び副理事長は、理事の互選により定める。

理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

r'ち には、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親 等以内の規族が 1人 を超え

ニ ス は当該役員並びにその配偶者及び 3規 等以内の規族が役員の総数の 3分 の 1を超えて

こ二=に なつてはならない。

車最轟

宅彗三 ま、この法人を代表し、業務を統括する。



事長は、理事長を補佐して業務を掌理し、理事長があらかじめ理事会の議決を経て定めた順

二より、理事長に事故があるときはその職務を代理し、理事長が欠けたときはその職務を行う。

理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務の執行を

壬事は、次に掲げる職務を行 う。

理事の業務執行の状況を監査すること。

この法人の財産の状況を監査すること。

前 2号 の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関 し不正の行為又は法令若 しくは

そ歓に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は静岡県知事に報告す

ユ'レ

諭号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若 しくは理事

圭の招集を請求すること。

す受員の任期等)

役員の任期は、 1年 とする。ただし、補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者

ユ注現任者の残任期間とする。

療項の規定にかからわず、後任の役員が選任されていない場合に限り、同項の規定により定款で

逮め られている任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を仲長することができる。

壬員は、再任されることができる。

安員は、辞任 し、又は任期が満了した場合においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

となければならない。

1後員の欠員補充)

条 理 事又は監事のうち、その定数の 3分 の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充

とを声■1まならない。

1寄猛員の解任)

役員が次の各号の
一に該当するに至ったときは、総会の議決により、その役員を解任するこ

紙  ヽ心 身の故障のため、職務の遂行に堪えられないと認められるとき。

段務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があつたとき。

様項の規定により役員を解任しようとするときは、その役員に対し、解任の議決の前に弁明の機

会を与えなければならない。

1安員の報酬等)

役員は、その総数の 3分 の 1以 下の範囲内で報酬を受けることができる。

住員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

境 2項 に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

'■員)

この法人に、事務局長その他の職員を置く。

■員は、理事長が任免する。



毒5章  総 会

の種別)

この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の 2種 とする。

の構成)

総会は、正会員をもつて構成する。

の権能)

恐会は、この法人の運営に関する次の事項を議決する。

電款の変更

解散

き併

年度当初の事業計画及び収支予算の決定

事業報告及び収支決算

段員の選任又は解任、職務及び報酬

大会金及び会費の額

借入金 (その事業年度内の収入をもつて償還する短期借入金を除く。)そ の他新たな義務
の負

坦及び権利の放棄

事務局の組織及び運営

その他この法人の運営に関する重要事項

i津会の開催)

通常総会は、毎年 1回 開催する。

お時総会は、次の各号の
一に該当する場合に開催する。

1畿' 理 事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

‐鞠  正 会員総数の 5分 の 1以 上から会議の目的である事項を記載した書面により招集
の請求があつ

‐ た とき。

毎i 第 15条第 4項 第 4号 の規定により、監事から招集があつたとき。

A鶴会の招集)

黎轟条 総 会は、前条第 2項 第 3号 の場合を除いて、理事長が招集する。

■ 理 事長は、前条第 2項 第 1号 及び第 2号 の規定による請求があつたときは、その日から30日以内

こ臨時総会を招集 しなければならない。

3 盗 会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を示した書面等により、少なくと

も5日 前までに通知しなければならない。

1違会の議長)

岳携条 総 会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

1盗会の定足数)

密断条 総 会は、正会員総数の2分 の 1以上の出席がなければ開会することができない。

途会の議決)

名革条 総 会における議決事項は、第25条第 3項 の規定によりあらかじめ通知した事項とする。
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総会の議事は、この定款に規定するもの
のほか、出席 した正会員の過半数をもつて決 し、可否同

敏のときは、議長の決するところによる。

―総会の表決権等)

条 各 正会員の表決権は、平等なるものとする。

やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あら
かじめ通知された事項について書面

をもつて表決 し、又は他の正会員を代理人として表決を委任す
ることができる。

ユ 前 項の規定により表決 した正会員は、前 2条 及び次条第
1項 の適用については、総会に出席した

このとみなす。              ‐

4 総 会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、そ
の議事の議決に加わることができな

1総会の議事録)

モ30条 総 会の議事については、次の事項を記哉した議事録を作成
しなければならない。

1)日 時及び場所

2)正 会員総数及び出席者数

ユ 審 議事項

汽 議 事の経過の概要及び議決の結果

岳( 議 事録署名人の選任に関する事項

議事録には、議長のほか、会議に出席した正会員のうちから、当該会議
において選任された議事

阜署名人 2人 以上が記名押印しなければならない。

第 6章  理 事会

(理事会の構成)

塙31条 理 事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)

事32条 理 事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。

:1 既 定予算及び事業計画の追加変更

E)総 会に付議すべき事項

31 総 会の議決した事項の執行に関する事項

!4)そ の他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

(理事会の開催)

程鞘条 理 事会は、次の各号の
一に該当する場合に開催する。

1)理 事長が必要と認めたとき。

二ヽ)理 事総数の 3分 の 1以 上から会議の目的である事項を記載した書面
により招集の請求があつた

とき。

13' 第 15条第 4項 第 5号 の規定により、監事から招集の請求があ
つたとき。

キ理事会の招集)

寝34条 理 事会は、理事長が招集する。

三 理 事長は、前条第 2号 及び第 3号 の規定による請求があ
つたときは、その日から15日以内に理事

会を招集 しなければならない。



モ事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及
び審議事項を示した書面等により、少なく

=■ 5日前までに通知しなければならない。

連事会の議長)

条 理 事会の議長は、理事長がこれにあたる。

理事会の議決)

理事会における議決事項は、第34条第 3項
の規定によりあらかじめ通知した事項とする。

理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同
数のときは、議長の決するところによ

理事会の表決権等)

条 各 理事の表決権は、平等なるものとする。

ユ あ むを得ない理由のため理事会に出席できな
い理事は、あらかじめ通知された事項について書面

子とって表決することができる。

E 証 項の規定により表決した理事は、前条及び次条第
1項 の適用については、理事会に出席したも

'こ みなす。

お 理 事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、
その議事の議決に加わることができな

電事会の議事録)

書単条 理 事会の議事については、次の事項を記載した議事録
を作成しなければならない。

_日 時及び場所

二 理 事総数、出席者数及び出席者氏名

輩 審 議事項

を 議 事の経過の概要及び議決の結果

= 議 事録署名人の選任に関する事項

二 議 事録には、議長のほか、会議に出席 した理事
のうちから、当該会議において選任された議事録

書甚人2人 以上が記名押印しなければならない。

第7章  資 産及び会計

費産の構成)

霧■条 こ の法人の資産は、次の各号に掲げるものをも
つて構成する。

1 設 立当初の財産目録に記載された財産

二 入 会金

i 会 費

毛 寄 附金品

官 資 産から生ずる収入

を 事 業に伴う収入
' そ
の他の収入

責童の区分)

喜=条  こ の法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産
の 1種 とする。

資琶の管理)
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条 こ の法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長
が別に定める。

会計の原則)

二条 こ の法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて、行うものとする。

会計の区分)

:条 こ の法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計の 1種 とする。

事業計画及び収支予算)

辱報条 こ の法人の年度当初の事業計画及び収支予算は、理事長が作成し、総会において議決を経な

、~ればならない。

暫定予算)

喜塙条 前 条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理

事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じて収入
。支出することができる。

二 前 項の収入 。支出は、新たに成立した予算の収入
・支出とみなす。

予備費の設定及び使用)

岳靖条 予 算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。

■ 予 備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

予算の追力口及び更正)

宅4T条 予 算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算
の追加又は

更正をすることができる。

'事業報告及び決算)

寝ぶ条 こ の法人の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎

事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を経て、総会において、議決を経なけれ

ifならない。

= 会 計の決算上、剰余金が生じたときは、次事業年度に繰 り越すものとし、構成員に分配してはな

らない。

(事業年度)

畢与9条 こ の法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日に終わる。

第 8章  定 款の変更、解散及び合併

1定款の変更)

革50条 こ の定款を変更しようとするときは、総会において、出席した正会員の4分 の 3以 上の多数

つ議決を経、かつ、法第25条第 3項 に規定する軽微な事項を除いて、静岡県知事の認証を得なけれ

,まならない。

(解散)

革51条 こ の法人は、次に掲げる事由により解散する。

1)総 会の決議

!)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

3)正 会員の欠亡

4)合 併
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破産

静岡県知事による設立の認証の取消し

諭項第 1号 の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分 の 3以 上の承諾を得なけ

r.=な らない。

事1項第 2号 の事由により解散するときは、静岡県知事の認定を得なければならない。

この法人が解散したときは、理事が清算人となる。

求余財産の帰属)

こ条 こ の法人が解散 (合併又は破産による解散を除く。)し たときに残存する財産は、富士市に

轟授するものとする。

合併)

モ:]条 こ の法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分 の 3以 上の議決を経、

モいつ、静岡県知事の認証を得なければならない。

第 9章  公 告の方法

公告の方法)

軽ヨ条 こ の法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、東海日日新聞に掲載 して行 う。

第10章 雑 則

細則)

幕=条  こ の定款の施行に関し必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

附 則

こ こ の定款は、この法人の成立の日から施行する。

こ こ の法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条 の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。

入会金 な し

会 費

◆ 正 会 員

◆ 賛 助会員

◆ 応 援会員

◆ ボ ランティア会員

2,000円

2,000円

1,000円

な し

こ こ の法人の設立当初の役員は、第14条第 1項及び第 2項 の規定にかかわらず、別紙役員名簿のと

たりとし、その任期は、第16条第 1項 の規定にかかわらず、この法人の成立の日から平成16年3月

:i日までとする。

こ こ の法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、設立総会の定める

ところによる。

言 こ の法人の設立当初の事業年度は、第49条の規定にかかわらず、この法人の成立の日から平成16

主 3月 31日までとする。



設立当初の役員名簿

本書は、定款である。

特定非営利活動法人

理 事  竹 内

役職名 氏    名

理 事 長 小野 由 美子

副 理 事 長 木ノ内 陽 子

理   事 加藤 英 子

理    事 時田 祐 佐

理   事 浅野 龍 雄

理   事 赤松 峰 雄

理   事 竹 内 敏夫

理事 (会計) 梅原 万 奈

理事 (会計) 星 美 都子

理事 (会報) 内田 圭 子

理 事 宇佐美  久 代

監   事 渡退 俊子



特定非営利活動法人 富士市のごみを考える会 定款

第 1章  総 則

名称)

1条  こ の法人は、特定非営利活動法人 富士市のごみを考える会 とい う。

事務所)

幕2条  こ の法人は、事務所を静岡県富士市大淵27番地の6に置く。

第 2章  目 的及び事業

目的)

喜3条  こ の法人は、富士市民に対して、環境の保全に関する事業を行い、富士市の環境の保全に寄

与することを目的とする。

1特定非営利活動の種類)

事4条  こ の法人は、前条の目的を達成するため、特定非営利活動促進法 (以下 「法」という。)第 2

条別表のうち、次に掲げる活動を行う。

1)環 境の保全を図る活動 (別表第 5号 )

(事業)

革5条  こ の法人は、第 3条 の目的を達成するため、次の事業を行う。

1)特 定非営利活動に係る事業

① ご みの排出抑制及びごみの適正処理に係る事業

第 3章  会 員

(種別)

事6条  こ の法人の会員は、次の4種 とし、正会員をもつて法上の社員とする。

(1)正 会員

この法人の目的に賛同し、本法人が行なう事業に積極的に参加 しようとして入会した個人等

(2)賛 助会員

この法人の目的に賛同して入会した個人等

(3)応 援会員

この法人の目的に賛同し、この法人が行なう事業を応援するために入会した個人等

(4)ボ ランティア会員

この法人が行なう事業をお手伝いするために入会した個人等

(入会)

帯7条  正 会員は、第 3条 に定める会の目的に賛同すること。

2 正 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込

むものとし、理事長は、そのものが前項に掲げる条件に適合すると認めるときは、正当な理由がな

い限り、入会を認めなければならない。



勧
長モ、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもつて本人又は

モ●旨を通知しなければならない。

及び会費)

三圭員は、総会において別に定める八会金及び会費を納入しなければならない。

資格の喪失)

三会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。

と全電の提出をしたとき。

手 kti死亡し、又は正会員である団体が消滅したとき。

二茎な理由なく会費を 1年以上滞納したとき。

駐とされたとき。

三会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。

会員が次の各号の
一に該当するに至ったときは、総会の議決により、その会員を除名するこ

と■及びこの定款等に違反したとき。

二i去 人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

嘔'規 定により会員を除名しようとするときは、その会員に対し、除名の議決の前に弁明の機

等えなければならない。

島の不返還)

授4工納入 した入会金、会費及びその他の拠出金品は、返還しない。

義 4章  役 員及び職員

週抑l及び定数)

こう法人に、次の役員を置く。

を 事長

J理 事長

1人

1人 以上

零手 理 事長及び副理事長を含む)5名 以上

猛 字 1人 以上

選 任等)

理事及び監事は、総会において選任する。

及び副理事長は、理事の互選により定める。

理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

r'ち には、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親 等以内の規族が 1人 を超え

ニ ス は当該役員並びにその配偶者及び 3規 等以内の規族が役員の総数の 3分 の 1を超えて

こ二=に なつてはならない。

車最轟

宅彗三 ま、この法人を代表し、業務を統括する。



事長は、理事長を補佐して業務を掌理し、理事長があらかじめ理事会の議決を経て定めた順

二より、理事長に事故があるときはその職務を代理し、理事長が欠けたときはその職務を行う。

理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務の執行を

壬事は、次に掲げる職務を行 う。

理事の業務執行の状況を監査すること。

この法人の財産の状況を監査すること。

前 2号 の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関 し不正の行為又は法令若 しくは

そ歓に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は静岡県知事に報告す

ユ'レ

諭号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若 しくは理事

圭の招集を請求すること。

す受員の任期等)

役員の任期は、 1年 とする。ただし、補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者

ユ注現任者の残任期間とする。

療項の規定にかからわず、後任の役員が選任されていない場合に限り、同項の規定により定款で

逮め られている任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を仲長することができる。

壬員は、再任されることができる。

安員は、辞任 し、又は任期が満了した場合においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

となければならない。

1後員の欠員補充)

条 理 事又は監事のうち、その定数の 3分 の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充

とを声■1まならない。

1寄猛員の解任)

役員が次の各号の
一に該当するに至ったときは、総会の議決により、その役員を解任するこ

紙  ヽ心 身の故障のため、職務の遂行に堪えられないと認められるとき。

段務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があつたとき。

様項の規定により役員を解任しようとするときは、その役員に対し、解任の議決の前に弁明の機

会を与えなければならない。

1安員の報酬等)

役員は、その総数の 3分 の 1以 下の範囲内で報酬を受けることができる。

住員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

境 2項 に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

'■員)

この法人に、事務局長その他の職員を置く。

■員は、理事長が任免する。



毒5章  総 会

の種別)

この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の 2種 とする。

の構成)

総会は、正会員をもつて構成する。

の権能)

恐会は、この法人の運営に関する次の事項を議決する。

電款の変更

解散

き併

年度当初の事業計画及び収支予算の決定

事業報告及び収支決算

段員の選任又は解任、職務及び報酬

大会金及び会費の額

借入金 (その事業年度内の収入をもつて償還する短期借入金を除く。)そ の他新たな義務
の負

坦及び権利の放棄

事務局の組織及び運営

その他この法人の運営に関する重要事項

i津会の開催)

通常総会は、毎年 1回 開催する。

お時総会は、次の各号の
一に該当する場合に開催する。

1畿' 理 事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

‐鞠  正 会員総数の 5分 の 1以 上から会議の目的である事項を記載した書面により招集
の請求があつ

‐ た とき。

毎i 第 15条第 4項 第 4号 の規定により、監事から招集があつたとき。

A鶴会の招集)

黎轟条 総 会は、前条第 2項 第 3号 の場合を除いて、理事長が招集する。

■ 理 事長は、前条第 2項 第 1号 及び第 2号 の規定による請求があつたときは、その日から30日以内

こ臨時総会を招集 しなければならない。

3 盗 会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を示した書面等により、少なくと

も5日 前までに通知しなければならない。

1違会の議長)

岳携条 総 会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

1盗会の定足数)

密断条 総 会は、正会員総数の2分 の 1以上の出席がなければ開会することができない。

途会の議決)

名革条 総 会における議決事項は、第25条第 3項 の規定によりあらかじめ通知した事項とする。
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総会の議事は、この定款に規定するもの
のほか、出席 した正会員の過半数をもつて決 し、可否同

敏のときは、議長の決するところによる。

―総会の表決権等)

条 各 正会員の表決権は、平等なるものとする。

やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あら
かじめ通知された事項について書面

をもつて表決 し、又は他の正会員を代理人として表決を委任す
ることができる。

ユ 前 項の規定により表決 した正会員は、前 2条 及び次条第
1項 の適用については、総会に出席した

このとみなす。              ‐

4 総 会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、そ
の議事の議決に加わることができな

1総会の議事録)

モ30条 総 会の議事については、次の事項を記哉した議事録を作成
しなければならない。

1)日 時及び場所

2)正 会員総数及び出席者数

ユ 審 議事項

汽 議 事の経過の概要及び議決の結果

岳( 議 事録署名人の選任に関する事項

議事録には、議長のほか、会議に出席した正会員のうちから、当該会議
において選任された議事

阜署名人 2人 以上が記名押印しなければならない。

第 6章  理 事会

(理事会の構成)

塙31条 理 事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)

事32条 理 事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。

:1 既 定予算及び事業計画の追加変更

E)総 会に付議すべき事項

31 総 会の議決した事項の執行に関する事項

!4)そ の他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

(理事会の開催)

程鞘条 理 事会は、次の各号の
一に該当する場合に開催する。

1)理 事長が必要と認めたとき。

二ヽ)理 事総数の 3分 の 1以 上から会議の目的である事項を記載した書面
により招集の請求があつた

とき。

13' 第 15条第 4項 第 5号 の規定により、監事から招集の請求があ
つたとき。

キ理事会の招集)

寝34条 理 事会は、理事長が招集する。

三 理 事長は、前条第 2号 及び第 3号 の規定による請求があ
つたときは、その日から15日以内に理事

会を招集 しなければならない。



モ事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及
び審議事項を示した書面等により、少なく

=■ 5日前までに通知しなければならない。

連事会の議長)

条 理 事会の議長は、理事長がこれにあたる。

理事会の議決)

理事会における議決事項は、第34条第 3項
の規定によりあらかじめ通知した事項とする。

理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同
数のときは、議長の決するところによ

理事会の表決権等)

条 各 理事の表決権は、平等なるものとする。

ユ あ むを得ない理由のため理事会に出席できな
い理事は、あらかじめ通知された事項について書面

子とって表決することができる。

E 証 項の規定により表決した理事は、前条及び次条第
1項 の適用については、理事会に出席したも

'こ みなす。

お 理 事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、
その議事の議決に加わることができな

電事会の議事録)

書単条 理 事会の議事については、次の事項を記載した議事録
を作成しなければならない。

_日 時及び場所

二 理 事総数、出席者数及び出席者氏名

輩 審 議事項

を 議 事の経過の概要及び議決の結果

= 議 事録署名人の選任に関する事項

二 議 事録には、議長のほか、会議に出席 した理事
のうちから、当該会議において選任された議事録

書甚人2人 以上が記名押印しなければならない。

第7章  資 産及び会計

費産の構成)

霧■条 こ の法人の資産は、次の各号に掲げるものをも
つて構成する。

1 設 立当初の財産目録に記載された財産

二 入 会金

i 会 費

毛 寄 附金品

官 資 産から生ずる収入

を 事 業に伴う収入
' そ
の他の収入

責童の区分)

喜=条  こ の法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産
の 1種 とする。

資琶の管理)
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条 こ の法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長
が別に定める。

会計の原則)

二条 こ の法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて、行うものとする。

会計の区分)

:条 こ の法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計の 1種 とする。

事業計画及び収支予算)

辱報条 こ の法人の年度当初の事業計画及び収支予算は、理事長が作成し、総会において議決を経な

、~ればならない。

暫定予算)

喜塙条 前 条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理

事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じて収入
。支出することができる。

二 前 項の収入 。支出は、新たに成立した予算の収入
・支出とみなす。

予備費の設定及び使用)

岳靖条 予 算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。

■ 予 備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

予算の追力口及び更正)

宅4T条 予 算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算
の追加又は

更正をすることができる。

'事業報告及び決算)

寝ぶ条 こ の法人の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎

事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を経て、総会において、議決を経なけれ

ifならない。

= 会 計の決算上、剰余金が生じたときは、次事業年度に繰 り越すものとし、構成員に分配してはな

らない。

(事業年度)

畢与9条 こ の法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日に終わる。

第 8章  定 款の変更、解散及び合併

1定款の変更)

革50条 こ の定款を変更しようとするときは、総会において、出席した正会員の4分 の 3以 上の多数

つ議決を経、かつ、法第25条第 3項 に規定する軽微な事項を除いて、静岡県知事の認証を得なけれ

,まならない。

(解散)

革51条 こ の法人は、次に掲げる事由により解散する。

1)総 会の決議

!)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

3)正 会員の欠亡

4)合 併



蕊
ダ

破産

静岡県知事による設立の認証の取消し

諭項第 1号 の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分 の 3以 上の承諾を得なけ

r.=な らない。

事1項第 2号 の事由により解散するときは、静岡県知事の認定を得なければならない。

この法人が解散したときは、理事が清算人となる。

求余財産の帰属)

こ条 こ の法人が解散 (合併又は破産による解散を除く。)し たときに残存する財産は、富士市に

轟授するものとする。

合併)

モ:]条 こ の法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分 の 3以 上の議決を経、

モいつ、静岡県知事の認証を得なければならない。

第 9章  公 告の方法

公告の方法)

軽ヨ条 こ の法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、東海日日新聞に掲載 して行 う。

第10章 雑 則

細則)

幕=条  こ の定款の施行に関し必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

附 則

こ こ の定款は、この法人の成立の日から施行する。

こ こ の法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条 の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。

入会金 な し

会 費

◆ 正 会 員

◆ 賛 助会員

◆ 応 援会員

◆ ボ ランティア会員

2,000円

2,000円

1,000円

な し

こ こ の法人の設立当初の役員は、第14条第 1項及び第 2項 の規定にかかわらず、別紙役員名簿のと

たりとし、その任期は、第16条第 1項 の規定にかかわらず、この法人の成立の日から平成16年3月

:i日までとする。

こ こ の法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、設立総会の定める

ところによる。

言 こ の法人の設立当初の事業年度は、第49条の規定にかかわらず、この法人の成立の日から平成16

主 3月 31日までとする。



設立当初の役員名簿

本書は、定款である。

特定非営利活動法人

理 事  竹 内

役職名 氏    名

理 事 長 小野 由 美子

副 理 事 長 木ノ内 陽 子

理   事 加藤 英 子

理    事 時田 祐 佐

理   事 浅野 龍 雄

理   事 赤松 峰 雄

理   事 竹 内 敏夫

理事 (会計) 梅原 万 奈

理事 (会計) 星 美 都子

理事 (会報) 内田 圭 子

理 事 宇佐美  久 代

監   事 渡退 俊子


